
 

 

 

 

新型コロナウイルス感染拡大防止に向けた対策強化期間の実績および今後の対策について 

 

2020 年 5 月 11 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

新潟本部 

柏崎刈羽原子力発電所 

   

 新潟本部および柏崎刈羽原子力発電所では、社員による新型コロナウイルス感染症への 

感染が続いたことを踏まえ、感染リスクを低減する対策強化期間として、５月 10 日までの

概ね２週間を目途に、４つの追加対策を実施することといたしました。    

（４月 27 日お知らせ済み） 

  

本日、対策強化期間における実績と今後の対策についてとりまとめましたので、お知らせ

いたします。 

 

対策強化期間を通じて、感染リスクの低減を行いましたが、新たな感染者は発生しており

ません。その状況を踏まえ、対策強化期間における社員、関係会社、協力企業のみなさまに

対する行動自粛の徹底を継続するとともに、新たな対策も実施した上で、工事については、

今月 12 日から段階的に再開してまいります。 

 

引き続き、関係会社、協力企業のみなさまと一体となり、感染拡大防止に向けた取り組み

を徹底してまいります。 

 

 

添付資料① 新型コロナウイルス感染拡大防止に関する対策強化期間の実績および今後の

対策 

添付資料② 柏崎刈羽原子力発電所安全推進協議会「新型コロナウイルス感染拡大防止に関    

する追加対策実施後の工事再開について」 

 

以 上 

 



新型コロナウイルス感染拡大防止に関する
対策強化期間の実績および今後の対策

2020年５月11日
東京電力ホールディングス株式会社

新 潟 本 部
柏崎刈羽原子力発電所



1

５月10日までの概ね２週間を感染リスクを低減する対策強化期間に設定

対策強化期間の実績および今後の対策（概要）

対策強化期間において、新たな感染者は確認されず
※なお、発電所における感染者２名と業務上接点のあった社員等について、
保健所のご判断によりＰＣＲ検査を実施した結果、全員が陰性

下記、追加対策を社員、関係会社・協力企業のみなさまが徹底・実行
できたことを確認
対策①保健所調査へのより一層の協力と東電社員への対策強化
対策②関係会社、協力企業のみなさまへの対策強化
対策③工事の中断
対策④医療関係者への負担軽減協力

今後も当面の間、感染予防対策を継続し、感染リスク低減に努める



・出社率：約2０％（5/10現在）

2対策①、対策②：社員、関係会社・協力企業のみなさまの行動自粛

対策結

社員、関係会社・協力企業のみなさまの行動遵守状況について毎日確認
（行動自粛徹底、行動履歴の把握）
社員について5月10日までの祝日を所定勤務日とし、在宅勤務の徹底

社員、関係会社・協力企業のみなさまについて県外
往来の状況や飲食店等不特定多数の方と接触す
る場所等への行動履歴の確認
・事前活動計画および結果の報告
・毎日の行動遵守状況の把握

（新潟本部およびKK全所員約1,200人を抽出）

生活維持以外での外出抑制が
できたことを確認

＜行動遵守状況の確認＞ ＜社員の出社率の推移＞
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3対策③：工事の中断

工事件数については計画どおり約120件で推移
作業員数も約1,300人の計画に対し平均約1,200人に抑制

工
事
件
数

作
業
員
数

（人）（件） 約4,000人

約1,300人

約1,２00人

約600件

約120件 約120件

工事については、感染防止・拡大対策を徹底の上、5月12日以降、段階的に再開。
再開にあたっては、引き続き感染予防策（スライド５参照）を徹底し、その徹底状況を
踏まえ、５月末までに４月27日以前の状態に段階的に戻すことを検討。



4対策④：医療機関への負担軽減協力

当社産業医による初期対応やPCR検体採取の実施

・当社診療所が初期対応窓口となり、市中の病院を介すことなく、適宜、保健所へ情報提供
（病状やこれまでの経過）
⇒「柏崎PCR検査センター」（ドライブスルー方式、5月中旬開設予定）
開設後は、必要に応じて同センターへの紹介状を作成するなど、
感染者の早期発見に努める

・4月29日 保健所の要請に応え、当社産業医にて発電所所員の
PCR検体採取を実施（検査結果は全員陰性）

・4月29日 電離健診*の受診者集中による地元医療機関への混雑を避けるため、協力企業に対し、
厚労省通達を踏まえて健診を7月以降に延期するよう依頼
・7月以降については、健診委託業者による当社施設等での実施を含め、混雑回避に向けた計画的な
作業員の電離健診の実施を検討中

＜感染疑い者への対応＞

＜電離健康診断への対応＞

＊電離放射線健康診断とは、放射線業務に従事し管理区域に立ち入る労働者に対して行われる健康診断であり、雇入れの際または当該業務への
配置替えの際およびその後6か月以内ごとに1回、定期に受診しなければならない。



5感染拡大防止に向けた今後の対策
１．感染予防対策の継続
・以前より実施の「出社前検温の実施」、「通勤・就業時のマスク着用の義務化」、
「テレワーク移行による従業員同士の接触回避」などを徹底しつつ、対策強化期間で
実施していた行動履歴の把握および行動自粛の徹底も当面の間、引き続き実施

２．工事の再開にあたっての対策
・新たに当発電所の工事に従事する方々について、過去2週間の行動履歴を把握
し、不特定多数の方と接触する場所等への行動履歴がないことを確認
・県外からの往来は引き続き原則禁止とするが、工事都合によりやむを得ず新潟県
外から移動して工事に従事する方々は、所定の場所に２週間滞在のうえ発電所
と滞在場所の行動に限定することや、食事や休憩所を分けるなど、地域の皆さま
や他の作業員と接触することがないように対策を実施

３．体調不良者および感染疑い者等が出た場合
・体調不良者が出た場合、発熱の段階で速やかに自宅待機を指示。また、行動履歴を
踏まえ接触者にも自宅待機、外出禁止を指示し、行動履歴が追えるようなエビデンス
管理を協力会社とともに徹底
・感染疑い者が出た場合、行動履歴を速やかに保健所へ提出し、保健所の調査に
最大限協力

上記１、２の対策については、安全推進協議会（発電所構内の元請協力企業62社で構成）一同で徹底
することを宣言。（別紙参照）



6（参考）作業現場での対策状況（３密回避）

入退域等を行う列の離隔確保（床表示）

警備員の特注縦長フェースガード テープを用いた休憩室座席の離隔確保



7（参考）発電所事務本館における対策状況

事務本館入口に消毒液設置

ビニールのパーテーション設置 食堂の座席制限（対面着座禁止）

執務エリア入口の制限



新型コロナウイルス感染拡大防止に関する 

追加対策実施後の工事再開について 

 
柏崎刈羽原子力発電所所員およびその家族が新型コロナウイルス感染

症に感染したことにより、地域の皆さまに大変なご心配をおかけしている

こと、また医療関係の皆さまに大変なご負担をおかけしていることを心よ

りお詫び申し上げます。 

 

新型コロナウイルスの感染を防止するため、4月 27 日から 5 月 10 日を

対策強化期間として、発電所で従事する者全員に対し不特定多数の方と接

触する場所かつマスクを外す必要のある場所への行動の自粛、新潟県外か

ら新潟県内への移動の禁止等を徹底してまいりました。また、この間、発

電所の安全を確保するために必要な作業や法令上必要な点検以外の工事

を中断することにより、発電所で従事する者同士の接触を極力削減してま

いりました。 

 

対策強化期間を通じて、新たな感染者は発生しておらず、対策強化期間

における行動自粛等についても徹底・実行できたことを確認しております。 

今後も当面の間、これまでの行動自粛等の対策を継続し感染リスク低減に

努めるとともに、以下の対策を講じた上で段階的に工事を再開いたします。 

 

・ 新たに当発電所の工事に従事する者について、過去 2 週間の行動履歴

を把握し、不特定多数の方と接触する場所かつマスクを外す必要のあ

る場所の行動履歴がないことを確認する。 

・ 県外からの往来は引き続き原則禁止とするが、工事都合によりやむを

えず新潟県外から移動して工事に従事する者は、所定の場所に 2 週間

滞在のうえ発電所と滞在場所の行動に限定することや、食事や休憩所

を分けるなど、地域の皆さまや他の作業員と接触することが無いよう

対策を実施する。 

 

地域の皆様にご心配をおかけすることのないよう、以上の内容について

当所安全推進協議会一同で徹底してまいります。 

 

2020 年 5 月 11 日 

柏崎刈羽原子力発電所 

安 全 推 進 協 議 会 

会 長 石井 武生 



（参考）柏崎刈羽原子力発電所 安全推進協議会 会員・準会員 一覧 

 
＜会員企業＞ 42 社 

東京電力ホールディングス株式会社 東電不動産株式会社 

東京パワーテクノロジー株式会社 新潟綜合警備保障株式会社 

株式会社関電工 清水建設株式会社 

株式会社東京エネシス 鹿島建設株式会社 

東芝エネルギーシステムズ株式会社 株式会社竹中工務店 

日立ＧＥニュークリア・エナジー株式会社 株式会社福田組 

株式会社アトックス 株式会社日立システムズパワーサービス 

岡野バルブ製造株式会社 東京レコードマネジメント株式会社 

ウツエバルブサービス株式会社 株式会社植木組 

新日本空調株式会社 日本原子力防護システム株式会社 

新潟環境サービス株式会社 マグナ通信工業株式会社 

刈共株式会社 日本フェンオール株式会社 

オルガノ株式会社 株式会社清田工業 

株式会社ＩＨＩ 大成建設株式会社 

東芝プラントシステム株式会社 株式会社安藤・間 

株式会社日立プラントコンストラクション 五洋建設株式会社 

株式会社宇徳 奥村特定共同企業体 

柏崎刈羽原子力メンテナンス協同組合 株式会社ダイヤコンサルタント 

ニチアス株式会社 前田建設・植木組特定共同企業体 

株式会社阪和 西松・福田特定共同企業体 

東京防災設備株式会社 東電フュエル株式会社 

 
＜準会員企業＞ 20 社 

日本エヌ・ユー・エス株式会社 日本ギア工業株式会社 

東北工業株式会社 日本検査株式会社 

建装工業株式会社 東電設計株式会社 

株式会社東京ソイルリサーチ 株式会社ＩＨＩ回転機械エンジニアリング 

株式会社阪神コンサルタンツ 原電エンジニアリング株式会社 

石高建設株式会社 日揮株式会社 

丸高建設株式会社 株式会社ＮＩＰＰＯ 

株式会社阿部建設 三菱重工業株式会社 

東洋エンジニアリング株式会社 四電エンジニアリング株式会社 

柳田産業株式会社 三井物産プラントシステム株式会社 

 
 

以上 
 


